
(千円）

平成29年度 平成28年度 増減額 増減率
Ａ Ｂ Ａ-Ｂ

7,514,654 6,299,448 1,215,206 19.3

2,527,769 2,247,787 279,982 12.5

国民健康保険事業特別会計 997,851 820,256 177,595 21.7

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 343,636 343,670 △ 34 0.0

公共下水道事業特別会計 331,381 382,358 △ 50,977 △ 13.3

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 483,410 443,864 39,546 8.9

介護サービス事業特別会計 164,398 70,534 93,864 133.1

後期高齢者医療事業特別会計 67,170 64,724 2,446 3.8

介護老人保健施設事業特別会計 139,923 122,381 17,542 14.3

10,042,423 8,547,235 1,495,188 17.5

(千円）

平成29年度 平成28年度 増減額 増減率
Ａ Ｂ Ａ-Ｂ

7,288,379 5,961,102 1,327,277 22.3

2,429,021 2,155,647 273,374 12.7

国民健康保険事業特別会計 933,670 764,740 168,930 22.1

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 338,684 338,161 523 0.2

公共下水道事業特別会計 328,663 379,032 △ 50,369 △ 13.3

介 護 保 健 事 業 特 別 会 計 461,291 416,443 44,848 10.8

介護サービス事業特別会計 164,392 70,410 93,982 133.5

後期高齢者医療事業特別会計 66,973 64,563 2,410 3.7

介護老人保健施設事業特別会計 135,348 122,298 13,050 10.7

9,717,400 8,116,749 1,600,651 19.7

平成２９年度決算状況

の業務に係る経費）の決算状況について説明します。

　一般会計、特別会計を合わせた平成２９年度決算額は、歳入（収入）が１００億４，２４２万円（前年

度比１４億９，５１９万円の増額）、歳出（支出）が９７億１，７４０万円（前年度比１６億６５万円の

増額）となりました。

　平成２９年度一般会計（行政運営の基本経費）及び特別会計（国民健康保険、公共下水道など特定

合　　　　　計

歳　入（収入）

歳　出（支出）

一 般 会 計

特 別 会 計

特 別 会 計

一 般 会 計

合　　　　　計



自主財源
町 税 ～ 町民税、固定資産税、入湯税等

分担金及び負担金 ～ 特定の事業やサービスに対して納めるお金

使用料及び手数料 ～ 町有施設使用料、住民票等の交付手数料等

繰 入 金 ～ 基金(貯金)を取り崩したお金

そ の 他 ～ 財産収入、寄附金、繰越金、諸収入

依存財源
地 方 交 付 税 ～ 国税の一定割合が町の財政力に応じて交付されるお金

地 方 譲 与 税 等 ～

国 ・ 道 支 出 金 ～ 特定の目的の財源として、国、道から交付されるお金

町 債 ～ 国や金融機関から借り入れるお金(借金)

自主財源

依存財源

自主財源　27.0％

国、道に納めた税金の一部が町に交付されるお金

地方消費税交付金、自動車取得税交付金、地方特例交付金)

一般会計　歳入（収入）

26.7%

　平成２９年度一般会計決算額は、７５億１，４６５万円です。そのうち最も割合が高いのは、

(地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、

地方交付税の２８億６，０６７万円、次いで国・道支出金の１９億４，２７５万円、町税の６億

１，２６８万円の順になっています。

町税

9.6％

分担金・負担金

0.2％
使用料・手数料

1.7％

繰入金

4.8%

その他

10.7%

地方交付税

46.7％

地方譲与税等

2.9%

国・道支出金

17.7％

地方債

5.7%

平成28年度

歳入(収入)

62億9,945万円

の割合

町税

8.2%

分担金・負担金

0.1%

使用料・手数料

1.5%

繰入金

4.5%

その他

12.4%

地方交付税

38.0%

地方譲与税等

2.6%

国・道支出金

25.9%

地方債

6.8%

平成29年度

歳入(収入)

75億1,465万円

の割合



地方交付税

業に関する項目が追加されたことやその他の項目において算定数値の増減があり、全体として

交付額が微増となりました。

※普通交付税　～　毎年度、一定の算式により交付

地方債(借金)であり、その償還(返済)に係る経費は、後年度以降の地方交付税で全額保証され

　「臨時」の「財政対策」として、平成１３年度から地方の財源不足を補うために創設された

ています。これを含めた地方交付税の推移は以下のとおりです。

○臨時財政対策債

※特別交付税　～　当該年度の特殊事情(災害復旧など)により交付

主な歳入（収入）

　各自治体が一定水準のサービスを住民に提供できるように、その町の財政力に応じて国税の

一定割合が国から交付されます。地方交付税には、普通交付税と特別交付税の２つがあり、平

成２９年度は、総額２８億６，０６７万円交付されました。

　微増となった主な要因には、交付税算定基準の見直しがあり、新たに人口減少等特別対策事

29.7
28.1 28.3 27.4 26.6 
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2.0

2.0 
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億円

地方交付税の推移
特別交付税

普通交付税

31.8
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36.0

H25 H26 H27 H28 H29

億円
地方交付税の推移（臨財債を含む）

臨時財政対策債

地方交付税



　　　※人口については、外国人住民人口を除く。

　その内訳は、個人町民税が２億８，７８６万円、法人町民税が２，７６９万円、固定資産税

が２億１，５０８万円、軽自動車税が１，１６９万円、町たばこ税が４，３９８万円、都市計

　皆様に納めていただいた税金は、６億１，２６８万円の収入になりました。

　項目別では、固定資産税で３．４％増、軽自動車税で４．０％増、町たばこ税で４．３％減、

画税が１，９２０万円、入湯税が７１８万円となっています。

○町税の年度別推移

町税

　平成２９年度は、前年度比０．８％（５１０万円）の増額となっています。

入湯税で３．６％減となっています。

5.24
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人億円
人口・住民負担（町税）状況の推移

町税

人口

個人町民税

47.0%

法人町民税

4.5%

固定資産税

35.1%

軽自動車税

1.9%
町たばこ税

7.2%

都市計画税 3.1%

入湯税

1.2%

町税

6億1,268万円

の割合



※Ｈ２９年３月末現在の住民基本台帳人口４，３１１人(外国人

　住民人口除く）で計算しています。

○一般会計

○特別会計

平成２９年度末　特別会計町債残高　　(百万円)

残　高 構成比

介護サービス 159 6.5%

簡 易 水 道 1,272 44.4%

公共下水道 1,345 49.1%

合　計 2,776 100.0%

　平成２９年度は、新たな借り入れが５億１，１２０万円、償還(返済)が５億１，４１６万円

となり、年度末現在高は、前年度比１．９％減の５４億４，２７１万円となりました。

どを行うとき、その資金調達のため国や銀行等から資金

計の町債(借金)残高は８２億１，８４４万円となり、町

　個人が車や家を購入するときに金融機関からお金を借り入れるように、町でも大きな事業な

を借り入れています。平成２９年度末一般会計、特別会

民１人あたりの借金(※)は、１９１万円になります。

　平成２９年度は、概ね横ばいですが、前年度比４．１％の減となりました。

町債
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一般会計 町債（借金）残高の年度別推移

一般会計

66.2%
介護サービ

ス事業

1.9%

簡易水道

(水道含む)

15.5%

下水道

16.4%

町債（借金）

総額

8２億１,８４４万円

の割合
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借入(借金)

償還(返済)



ました。

議 会 費 ～

総 務 費 ～

民 生 費 ～

衛 生 費 ～

労 働 費 ～

農 林 水 産 業 費 ～

商 工 費 ～ 商工業の振興、イベントに関する補助・委託等

土 木 費 ～ 道路の整備及び維持管理、公園整備、町営住宅整備等

消 防 費 ～

教 育 費 ～

公 債 費 ～

災 害 復 旧 費 ～

災 害 復 旧 費

災害の復旧に係る費用

　平成２９年度一般会計決算額は、７２億８，８３８万円で前年度比２２．３％の増額となり

一般会計　歳出（支出）

消防に係る費用

学校教育、社会教育、各教育施設管理等

町債の元金、利子の支払い

保健事業、墓地・斎場管理、ごみ処理等

社会福祉、老人福祉、児童福祉、各種医療給付等

冬期労働対策等

農林水産業の振興及び基盤整備

議員報酬、議会だより作成等

職員人件費、自治会補助、広報紙作成、統計調査費、選挙費等

議会費

0.6%

総務費

21.1%

民生費

12.6%

衛生費

9.0%

労働費

0.1%

農林水産業費

26.5%

商工費

4.3%

土木費

11.1%

消防費

2.7%

教育費

4.4%
公債費

7.6%

諸支出金

0.0%

災害復旧費

0.0%

平成29年度

歳出（支出）

72億8,838万円

の割合

議会費

0.8%

総務費

20.0%

民生費

11.3%

衛生費

11.0%

労働費

0.0%

農林水産業費

20.1%

商工費

4.3%

土木費

13.0%

消防費

2.3%

教育費

4.3% 公債費

9.1%

諸支出金

0.0%
災害復旧費

0.0%

平成28年度

歳出(支出)

59億6,110万円

の割合



計

　性質別歳出は、次の３つに分けてみることができます。

性質別歳出（支出）

・義務的経費　～　毎年支出することが義務づけられていて、任意に削減できない経費

　　　　　　　　「　人件費、扶助費、公債費　」

・投資的経費　～　道路、公園、学校など社会資本の整備に支出され、その効果が長期

　　　　　　　　に渡り継続する経費

　　　　　　　　「　普通建設事業費、災害復旧事業費、失業対策事業費　」

・その他経費　～　義務的、投資的経費以外の経費

　　　　　　　　「　物件費、維持補修費、補助費など　」

人件費

11.0% 扶助費

4.3%

公債費

7.6%

普通建設事業費

30.5%

災害復旧事業費

0.0%

物件費

11.7%
維持補修費

0.6%

補助費等

16.2%

積立金

3.8%
貸付金

3.2%

繰出金

11.1%

平成29年度

性質別歳出(支出)

の割合

義務的経費

22.9%

投資的経費

30.5%

その他経費

46.6%
各経費の割合



義務的経費の推移

　平成２９年度は大型事業が実施されたため、前年度比１４９．４％の増額となります。

　公債費については、町債の借入をその年々で必要最小限としており、ここ５年は緩やかに減

少しています。義務的経費はこの他、人件費など毎年支出が必要な経費であるため、この比率

が低いほど町財政に弾力性があり、逆に高いほど財政の硬直化をまねく要因の一つになります。

投資的経費の推移
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71.4％

6.4％

経常収支比率

実質公債費比率

　　　　　　　　すべく計画を定め取り組

　　　　　　　　まなければなりません。

　３５％以上　～　いわゆる「財政破綻状

　　　　　　　　態」となります。

政健全化の指標」のうちの健全化判断比率

という比率の一部に位置付けられました。

　２５％以上　～　早期に財政を健全化に

　平成１９年６月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が公布され、地方公共団体の

決算状況を「財政健全化の指標」という比率で表わすこととなり、実質公債費比率は、この「財

指数でみる財政

　この比率が高いほど新しい事業など臨時的な支出にお金をまわす余裕が無く、財政が「硬直化」

していることになります。一般的には７５％程度が妥当とされています。

　町税や地方交付税など毎年決まって収入されるもののうち、その使い途が限定されず自由に使

えるお金が、人件費や公債費(借金返済)など毎年必ず支出することが決まっている経費にどの程

度充てられているかの比率です。家計で例えると、給料が食費や家賃、光熱水費などの生活費に

どれだけ使われているかを示すものです。
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（単位：千円）

基　金　名 年度末現在高

財 政 調 整 基 金 3,354,685

減 債 基 金 621,766

土 地 開 発 基 金 159,567

地 域 振 興 事 業 基 金 66,284

地 域 福 祉 基 金 102,293

中山間地域農村活性化基金 7,328

墓 園 施 設 整 備 基 金 34,479

奨 学 基 金 1,219

ホテル日の出岬施設整備基金 135,552

介 護 保 険 事 業 基 金 42,407

予防接種健康被害救済基金 10,958

ふ る さ と 応 援 基 金 86,853

交 通 安 全 対 策 推 進 基 金 4,654

国 民 健 康 保 険 事 業 基 金 150,000

計 4,778,045

基金の状況

　基金とは、様々な目的のために積立てるお金です。

　平成２９年度は、前年度歳計剰余金の一部や基金積立金(利子含む）を各基金へ積立てを

したことから、全体で１億８，１５０万円を積立したことで、年度末現在高（現金）は総額

４７億７，８０４万円となりました。
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　単位：㎡

土　地 建　物

本 庁 舎 3,767 2,987

消 防 施 設 1,977 937

そ の 他 の 施 設 104,930 3,389

学 校 192,064 20,041

公 営 住 宅 80,908 20,605

公 園 125,210 176

そ の 他 の 施 設 12,158,134 30,572

14,384,873

237,737

350,993

13,418,202

587,266

3,946

11,954

41,646,061 94,607

単位：千円

出 資 額

79,649

※平成30年3月12日～5月31日 …81日間

　平成２９年度は、７億円(一般会計)を借り入れ、出納整理期間に全額償還(返済)

　済みです。

一時借入金の状況

　一時借入金は、町の支払い資金の不足を臨時に賄うために借り入れるお金です。

公有財産の状況（出資による権利）

区　　　　　　分

区　　　　　　　　分

そ の 他 の 施 設

山 林

山 林

公
共
用

原 野

合　　　計

北海道漁業信用基金協会出資金　外19件

町の財産
　町有財産は、公用もしくは公共施設として使われている行政財産とそれ以外の普通

財産に分かれます

雑 種 地

住 宅

普
　
通
　
財
　
産

宅 地

公有財産の状況（不動産）

行
　
政
　
財
　
産

公
　
用

年　度 借入金額(万円)

29年度 70,000 12 31

4月4月 5月 6月 7月 8月 9月 5月11月 12月 1月 2月10月 3月


